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貸 借 対 照 表 
（2026年３月31日現在） 

(単位：千円) 

資 産 の 部 負 債 の 部 

科  目 金  額 科  目 金  額 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

売 掛 金 

商 品 及 び 製 品 

仕 掛 品 

貯 蔵 品 

前 払 費 用 

未 収 入 金 

関 係 会 社 短 期 貸 付 金 

そ の 他 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

構 築 物 

工 具 、 器 具 及 び 備 品 

土 地 

そ の 他 

無 形 固 定 資 産 

ソ フ ト ウ エ ア 

そ の 他 

投 資 そ の 他 の 資 産 

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

長 期 貸 付 金 

関 係 会 社 長 期 貸 付 金 

長 期 前 払 費 用 

投 資 不 動 産 

繰 延 税 金 資 産 

敷 金 及 び 保 証 金 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

9,065,930 

 4,162,490 

1,150,872 

   59,559 

49,860 

130,353 

671,576 

258,436 

2,577,061 

5,719 

7,138,409 

1,600,949 

1,475,908 

1,749 

36,124 

85,252 

1,914 

1,483,783 

1,018,357 

465,426 

4,053,677 

68,838 

16,901 

10,448 

104,998 

107,023 

346,946 

958,765 

2,433,911 

24,759 

△18,914 

流 動 負 債 

買 掛 金 

未 払 金 

未 払 費 用 

未 払 法 人 税 等 

前 受 金 

預 り 金 

資 産 除 去 債 務 

そ の 他 

固 定 負 債 

退 職 給 付 引 当 金 

3,396,692 

107,627 

410,219 

1,786,184 

444,540 

173,495 

40,337 

101,509 

332,777 

1,652,814 

1,652,814 

負 債 合 計 5,049,506 

純 資 産 の 部 

株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金 

そ の 他 資 本 剰 余 金 

利 益 剰 余 金 

利 益 準 備 金 

そ の 他 利 益 剰 余 金 

繰 越 利 益 剰 余 金 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 

その他有価証券評価差額金 

11,126,905 

100,000 

7,707,807 

6,947,782 

760,025 

3,319,097 

163,436 

3,155,661 

3,155,661 

27,928 

27,928 

 

純 資 産 合 計 11,154,833 

資 産 合 計 16,204,339 負 債 純 資 産 合 計 16,204,339 
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 個 別 注 記 表 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券の評価基準及び評価方法 

イ．子会社株式及び関連会社株式  移動平均法による原価法 

ロ．その他有価証券       

・市場価格のない株式等以外のも

の 

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定） 

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法 

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

主として商品及び製品のうち、教材等の出版物、原材料及び貯蔵品については移動平均法による

原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）、その他の商品及び仕掛品については個別法による

原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。 

 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産は定率法、無形固定資産は定額法、長期前払費用については期限内均等償却によってお

ります。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く。）並びに2016年４月１日

以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。 

なお、建物（建物附属設備を除く。）については1998年度の税制改正により耐用年数の短縮が行われ

ておりますが、1998年４月１日前に取得したものについては、改正前の耐用年数を継続して適用してお

ります。 

また、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

を採用しており、販売用ソフトウエアについては、販売可能期間（３年）に基づく定額法によっており

ます。 

 

(3) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。 

 

(4) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

売掛金、貸付金等の債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

② 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当事業年

度末において発生していると認められる額を計上しております。 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につい

ては、給付算定式基準によっております。 

数理計算上の差異については、発生年度に、一括費用処理することとしております。 

③ 関係会社事業損失引当金 

関係会社の支援及びその他の負担に伴う損失に備えるため、当社が負担することになる損失見込額

を計上しております。 

   

 (5) 収益及び費用の計上基準 

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履

行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。なお、当

社の取引に関する支払条件は、通常、短期のうちに支払条件が到来し、契約に重大な金融要素は含

まれておりません。また、対価の金額が変動しうる重要な変動対価はありません。 

① 授業・講習会・合宿等のサービスに係る収益認識 

当該サービスの提供については、授業の受講期間に対応して収益を認識しております。 

なお、サービスの提供のうち、当社が代理人に該当すると判断した取引については、顧客から受

け取る対価の額から当該他の当事者に支払う額を控除した純額を収益として認識しております。 

② 教材の販売に係る収益認識 

授業等に係る教材の販売については、顧客に教材を提供した時点で収益を認識しております。 
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(追加情報) 

（過年度の決算修正による影響） 

仕入先からの請求金額の誤りに起因する売上原価の過大計上が判明したことに伴い、適正な財務状態お 

よび経営成績を表示するため、過年度の計算書類について数値を修正しております。 

当該過年度の決算修正により、当事業年度の期首利益剰余金が37,507千円増加しております。 

 

３．当期純利益 

  1,439,370千円 


